
資料３ 

配偶者からの暴力に関する社会の動向から導き出された現状と課題 

 
配偶者からの暴力対策を推進するためには，社会の動向に留意することが重要です。 

ここでは，男女共同参画白書からみた配偶者からの暴力の実態や配偶者からの暴力防止

に関する法整備を中心に，市として取り組むべき課題を整理しました。 
 
１ 男女共同参画白書からみた配偶者からの暴力の現状 

・ 内閣府が平成 17 年に実施した「男女間における暴力に関する調査」によると，

これまでに配偶者から，身体的暴行，心理的攻撃，性的強要のいずれかを１つで

も受けたことが「何度もあった」と回答した人の割合は，女性 10.6％，男性 2.6％
となっています。 

・ 警察庁の統計によると，平成 19 年中に検挙した配偶者（内縁を含む）間におけ

る殺人，傷害，暴行は 2,471 件で，そのうち 90.3%にあたる 2,232 件は女性が被

害者となっています。 
・ 内閣府が配偶者からの暴力を受けた被害者を対象に行った「配偶者からの暴力の

被害者の自立支援等に関する調査」（平成 19 年公表）によると，配偶者等から暴

力を受けた被害者は，相手と離れて生活を始めるに当たって，「当面の生活をする

ために必要なお金がない」（54.9%）「自分の体調や気持ちが回復していない」

（52.9％）「住所を知られないようにするため住民票を映せない」（52.6％）など，

複数の様々な困難を抱えている状況にあります。 
  
課 題 

 配偶者間における暴力の被害者の多くは女性であり，被害者の多くが，相手から離れ

て生活するにあたり，経済的，精神的な不安や各種行政手続きに関する不安など様々な

困難を抱えていることが明らかになっています。このようなことから，被害者に対する

総合的な支援が必要であるといえます。 
 

配偶者からの被害経験1 

（「身体的暴力」，「心理的攻撃」，「性的強要」のいずれかを 1 つでも受けたことがある。） 
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1「男女間における暴力に関する調査」，内閣府，平成 17 年 



配偶者間における犯罪(暴行，傷害，殺人)の被害者（検挙件数の割合）2 
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離れて生活を始めるに当たっての困難3 
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公的施設に入所できない

民間賃貸住宅に入居できない

公的賃貸住宅に入居できない

民間賃貸住宅に入居するための保証人がいない

適当な就職先が見つからない

就職に必要な技能がない

どのように就職活動をすればよいかわからない

就職に必要な保証人がいない

当面の生活をするために必要なお金がない

生活保護が受けられない

児童扶養手当がもらえない

健康保険や年金などの手続がめんどう

住所を知られないようにするため住民票を移せない

自分の体調や気持ちが回復していない

お金がなくて病院での治療等を受けられない

子どもの就学や保育所に関すること

子どもの問題行動

子どもを相手のもとから取り戻すことや子どもの親権

裁判や調停に時間やエネルギー，お金を要する

保護命令の申し立て手続がめんどう

相手が離婚に応じてくれない

相手からの追跡や嫌がらせがある

相手が子どもとの面会を要求する

相手が怖くて家に荷物を取りに行けない

母国語が通じない

公的機関等の支援者から心ない言葉をかけられた

どうすれば自立して生活できるのか情報がない

相談できる人が周りにいない

新しい環境になじめない

その他

無回答

【住居のこと】

【就労のこと】

【健康のこと】

【手続のこと】

【支援者のこと】

【裁判・調停
のこと】

【その他】

【相手のこと】

【子どものこと】

【経済的なこと】
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2 出典）「男女共同参画白書」，平成 20 年版，内閣府，96 頁。 
3 出典）「配偶者からの暴力の被害者の自立支援徒宇都宮市に関する調査」，平成 19 年，内閣府 
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２ 国・県における法整備と取組 

（１）「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」の制定と改正 

   国においては，配偶者からの暴力は犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であ

るという認識のもと，平成 13 年に「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に

関する法律」（以下「DV 防止法」という。）が制定されました。その後，同法は 2
度に渡り改正されました。 

平成 16 年の法改正においては，国及び地方公共団体の責務として，自立支援を

含む被害者の保護が明示されました。 
また，平成 19 年の法改正においては，市町村における基本計画の策定と配偶者

暴力相談支援センターの設置が努力義務になるとともに，配偶者暴力相談支援セン

ターにおける被害者の緊急時の安全確保が明示されました。 
 

（２）「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本方針」 

   国においては，平成 19 年の DV 防止法の改正に伴い，「配偶者からの暴力の防止

及び被害者の保護に関する基本方針」（以下「基本方針」という。）が施行されまし

た。 
   この基本方針では，市町村基本計画における留意事項として，国の基本方針に即

し，かつ都道府県の基本計画を勘案しながら，身近な行政主体としての施策の推進

や生活保護や母子寡婦福祉施策など既存の福祉施策等の十分な活用を挙げていま

す。 
   また，市町村の配偶者暴力相談支援センターの役割として，一時保護後の地域で

の生活を始めた被害者に対する継続的な支援を行うことが求められています。 
さらに，当該市町村の住民以外から相談が寄せられた場合にも円滑な支援ができ

るよう，対応についてあらかじめ近隣市町及び県の支援センターと検討していくこ

とが求められています。 
 
（３）栃木県におけるＤⅤ対策の取組 

  県においては，平成 17 年に策定された「配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護に関する基本計画」（以下「基本計画」という。）に基づき，県民に対する啓発

や婦人相談所・とちぎ男女共同参画推進センターの 2 つの配偶者暴力相談支援セン

ターによる相談支援の充実，婦人相談所を中心とした一時保護体制の充実などに取

り組んでいます。 
また，被害者の自立支援に係る諸制度が有効に機能することなど市町村における

相談窓口の充実に向けた支援や市町村等関係機関との連携を示しています。 
さらに，DV 対策の推進体制整備の一環として，DV 被害者等女性の相談・保護・

自立支援を総合的に支援していくための施設整備を進めています。 
    
 



課題 

  被害者にとって最も身近な窓口である市町村において，福祉部門などの関連部門と

連携しながら，生活の自立に向けた継続的な支援を行う必要があります。 
  また，一時保護を行う婦人相談所などの関係機関と連携をとりながら，本市配偶者

暴力相談支援センターにおいても，被害者の緊急時における安全確保を行う必要があ

ります。 
 

改正ＤＶ防止法の特徴 

 

改 正 法改正の特徴 

平成 16 年 

・婚姻関係（事実婚含む）にある間柄の暴力だけではなく，婚離婚後（事実婚状

態の解消後）に暴力を受ける場合も対象 
・身体的暴力に加えて，精神的暴力等も対象など 
・国及び地方公共団体の責務に，被害者の自立支援を含む被害者の保護を明記 

平成 19 年 

・市町村基本計画策定と配偶者暴力相談支援センター設置の努力義務化 
・保護命令申し立て対象の拡大 
・配偶者暴力相談支援センター業務における被害者の緊急時の安全確保の明記 
など 
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